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平成２７年労第９０２号 

 

主  文 

本件再審査請求を棄却する。 

 

理  由 

 

第１ 再審査請求の趣旨及び経過 

１ 趣  旨 

再審査請求人（以下「請求人」という。）の再審査請求の趣旨は、労働基準監

督署長（以下「監督署長」という。）が平成○年○月○日付けで請求人に対して

した石綿による健康被害の救済に関する法律（平成１８年法律第４号。以下「石

綿被害救済法」という。）による特別遺族一時金の変更決定に関する処分（以下

「本件変更決定処分」という。）を取り消すとの裁決を求めるというにある。 

２ 経  過 

請求人の亡父（以下「被災者」という。）は、昭和○年○月から昭和○年○月

までの○年間、Ａ所在のＢ会社に在籍し、１０年以上にわたり石綿にばく露され

る作業に従事していたが、平成○年○月○日「肺性心」により死亡した。 

被災者の妻は、平成○年○月○日、監督署長に特別遺族年金を請求したところ、

監督署長は被災者の死亡は業務上の事由によるものであると認め、これを支給す

る旨の処分をした。 

ところが、被災者の妻が特別遺族年金を受給中であった平成○年○月○日に死

亡したため、被災者の長男である請求人は、監督署長に特別遺族一時金の請求を

したところ、監督署長は、請求人は被災者の死亡時に被災者と生計維持関係にあ

り、特別遺族一時金の受給権者に該当するとして、これを支給する旨の処分をし

た。 

その後、被災者の長女で請求人の姉であるＣ（以下「長女」という。）が監督

署長に特別遺族一時金の請求をしたが、監督署長は、長女が被災者の死亡時に被

災者と生計維持関係になく特別遺族一時金の受給権者に該当しないとして、これ

を支給しない旨の処分をした。 

長女は、この処分を不服として、労働者災害補償保険審査官（以下「審査官」
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という。）に審査請求をしたが、審査官がこれを棄却したので、更に再審査請求

に及んだところ、当審査会は、長女が被災者の次男（以下「次男」という。）と

共に特別遺族一時金の受給権を有するものと判断し、平成○年○月○日付けで上

記不支給処分を取り消した（以下「平成２６年労第９０１号裁決」という。）。 

監督署長は、平成２６年労第９０１号裁決を受け、請求人に対して、支給額を

変更する旨の本件変更決定処分をした。 

請求人は、本件変更決定処分を不服として、審査官に審査請求をしたが、審査

官は、平成○年○月○日付けでこれを棄却したので、請求人は、更にこの決定を

不服として、本件再審査請求に及んだものである。 

第２ 再審査請求の理由 

（略） 

第３ 原処分庁の意見 

（略） 

第４ 争  点 

本件の争点は、監督署長が請求人に対してした本件変更決定処分が妥当であると

認められるか否かにある。 

第５ 審査資料 

（略） 

第６ 事実の認定及び判断 

１ 本件は、監督署長が、平成２６年労第９０１号裁決を受け再調査した結果、請

求人を含め次男、長女のそれぞれを特別遺族一時金の受給権者であると認め、次

男及び長女に特別遺族一時金の３分の１をそれぞれ支給する一方、既に特別遺族

一時金の全額を支給した請求人から当該一時金の３分の２相当額を回収するとと

もに、支給額を変更する旨の本件変更決定処分をしたことにより、請求人が本件

変更決定処分を不服として、再審査請求に及んだものである。 

２ 平成２６年労第９０１号裁決における事実の認定及び判断については、要旨、

次のとおりである。 

（１）石綿被害救済法における特別遺族一時金の受給権者については、同法第６３

条第１項第２号及び第２項において、死亡労働者の死亡の当時その収入によっ

て生計を維持していた子は、その他の子よりも優先して受給する権利を有する

旨を定めているが、「石綿による健康被害の救済に関する法律の施行（「特別
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遺族給付金」の支給関係）について」（平成１８年３月１７日付け基発第０３

１７００３号）は、特別遺族一時金の受給要件、受給資格者の範囲等を示して

いるものの、「死亡労働者の死亡の当時その収入によって生計を維持していた

子」の解釈基準は示していない。 

他方、「労働者災害補償保険法第１６条の２第１項等にいう『労働者の死亡

の当時その収入によって生計を維持していた』ものの取扱いについて」（昭和

４１年１０月２２日付け基発第１１０８号）は、労働者の死亡当時その収入に

よって生計を維持していたか否かの判断に当たっては、労働者の死亡当時にお

いて、その収入によって日常の消費生活の全部又は一部を営んでおり、死亡労

働者の収入がなければ通常の生活水準を維持することが困難となるような関係

（以下「生計維持関係」という。）が常態であったか否かにより判断するもの

としており、当審査会においても、この基準を踏まえ請求人が被災者と生計維

持関係にあったかを検討すると、次のとおりである。 

ア 被災者の死亡当時、請求人と被災者は同居し、各々が収入を得ていたこと

が確認できる。 

イ 日常の消費生活である衣食住の支出に関しては、請求人の申述等により、

主として請求人が負担している状況にある。 

ウ 請求人の消費生活に対する被災者の支出の状況からみると、被災者の支出

は米とガス代であり、限定的であったと考えられる。 

エ 請求人が被災者の収入によって生計を維持したとみる余地はないと判断さ

れる。 

（２）以上のことから、請求人は、特別遺族一時金の最先順位の権利者とはいえず、

次男及び長女と共に、石綿被害救済法第６３条第１項第３号にいう「前号に該

当しない子」に当たるので、請求人、次男及び長女を合わせた３名は各々、特

別遺族一時金の３分の 1ずつの額を受給する権利を有することとなる。 

３ ところで、請求人は、今般の再審査請求において、「平成２６年労第９０１号

裁決は、虚偽の『経過』を記述し、『事実の認定』と称して、長女の受給のため

の数々の虚言を悪用し、請求人と被災者には生計維持関係は無かったと捏造して

いる。」、「請求人の主張を退けた同裁決の内容は真実ではなく、捏造や偽造さ

れた非違行為によるものである。」旨述べ、改めて被災者と請求人は生計維持関

係にあった旨主張している。 
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しかしながら、当審査会としては、請求人から新たに提出された資料を含め、

一件記録を改めて精査したが、請求人が被災者と生計維持関係にあったことを裏

付けるに足りる証拠は見当たらないことから、請求人の上記主張を採用すること

はできない。 

４ 以上のとおりであるから、監督署長が請求人に対してした本件変更決定処分は

妥当であって、これを取り消すべき理由はない。 

 

よって主文のとおり裁決する。 


